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１ 公立大学法人長野大学の概要 

（１）法人名     公立大学法人長野大学 

（２）所在地     長野県上田市下之郷６５８番地１ 

（３）設立根拠法令  地方独立行政法人法 

（４）設立団体    上田市 

（５）資本金     2,068,440,000円 

（６）役員の状況

役 職 氏 名 任 期 

理事長 白井 汪芳 平成 29年 4月 1日～令和 3年 3月 31日 

副理事長 中村 英三 平成 29年 4月 1日～令和 3年 3月 31日 

理事 中島 豊 平成 30年 4月 1日～令和 3年 3月 31日 

理事 森 俊也 平成 29年 4月 1日～令和 3年 3月 31日 

理事 禹 在勇 平成 30年 4月 25日～令和 2年 9月 30日 

理事 金子 義幸 平成 29年 4月 1日～令和 3年 3月 31日 

理事 市村 和久 平成 31年 4月 1日～令和 3年 3月 31日 

監事 小山 秀喜 平成 31年 4月 1日～令和 5年 6月 30日 

監事 藤森 靖夫 平成 31年 4月 1日～令和 5年 6月 30日 

（７）専任教職員教  教員 60 人、 職員 42 人、 教職員計 102 人 

（８）中期目標の期間 平成 29 年度から令和 4 年度まで（6 年）

（９）学部学科等

学部 学科 
入学 

定員 

収容 

定員 

在学 

生数 

社会福祉学部 社会福祉学科 150人 630人 650人 

環境ツーリズム学部 環境ツーリズム学科 95人 390人 399人 

企業情報学部 企業情報学科 95人 390人 407人 

総計 340人 1,410人 1,456人 
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（10）組織図

（設置者）上田市

理事会

　　任命 ◆学長学部長会議

学長の申し出 ◆大学院設置検討委員会
により任命 ◆大学戦略運営会議

◆全学教授会

◆教授会

事務局組織

◆アドミッションセンター運営委員会

◆大学教育センター運営委員会
◆教職センター運営委員会

◆情報システムセンター運営委員会
◆学生支援センター運営委員会
◆国際交流センター運営委員会
◆キャリアサポートセンター運営委員会

◆大学院学部設置検討委員会
◆社会福祉演習・実習室

◆地域づくり総合センター運営委員会
◆ボランティア活動情報集約チーム

◆図書館運営委員会

◆研究推進室

◆学生相談室

公立大学法人長野大学 長野大学

理事長

副理事長

理 事 5名

監 事

経営審議会

学長

副学長

学部長

事務局長

学務グループ総務・企画グループ

経営・企画・財務担当

学部学科再編室

長野大学附属淡水

生物学研究所

開設準備室

教育研究審議会

学長秘書担当

広報入試担当

教学担当

地域づくり総合センター担当

図書館担当

研究推進担当

実施業務

・教務

・情報システム

・学生

・国際交流

・キャリアサポート

福祉実習業務

保健・学生相談業務

学長選考会議

設置・運営

総務・人事・施設担当

長野大学学部学科

再編準備委員会
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２ 令和２年度に係る業務の実績 

（１）実績の概要

公立大学法人化後４年目となる令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、オンライン授業の実施や各種イベントの中止や規模縮小など例年と異なる対応を余

儀なくされたが、大学全体で対策を講じ、安全な大学運営に取り組むとともに、教育研究

活動の維持向上に努めた。 

大学改革に関しては、大学院総合福祉学研究科の設置が認可され、県内で初となる福

祉系大学院の設置が実現したほか、教養教育改革や理工系学部設置に向けた淡水生物学

研究所の設置準備を進めるなど精力的に取り組んだ。 

年度計画についての実績概要は次のとおりであるが、学生をはじめとするステークホ

ルダーの期待に応えるべく、各種事業を中期計画期間中に確実に達成するために、教職

員一丸となり取り組んでいく所存である。

教育面においては、教養教育を「論理と思考」「地域と世界」「歴史と未来」「身体と感

性」「外国語」の５つの科目群に系統立て、次年度から全学共通開講に目途をつけ、準備

した。また、専門教育において、各学部が設定するポリシーに基づいた学修が進められる

ように、「履修系統図」を意識したシラバスの記載内容に改善する等に取り組んだ。 

研究面においては、長野大学研究助成制度を活用して、準備研究部門１２件、地域・社会

貢献研究部門２件の研究を進めた。また科学研究費補助金申請を支援するため、外部の

専門家による研修会や、個別面談、個別添削指導を実施したことにより、令和３年度科研

費申請件数が増え、採択率も大幅に向上した。さらに中央水産研究所旧上田庁舎を活用

した淡水生物学研究所については、財務省との管理委託契約締結や基本構想の立案に取

り組む等、開設準備を進めた。 

地域貢献面においては、「長野大学産学官連携ポリシー」「知的財産ポリシー」及び「知

的財産取扱規程」を定める等、産学官連携を推進する基盤づくりに取り組むとともに、

（株）コーセーや（株）信栄食品等と、受託研究やイノベーション・プロジェクトに取り

組んだ。さらに、まちなかキャンパスうえだにおける市民向け講座や坂城町講座や感染

対策をとりながら実施した。 

大学運営に関しては、国の高等教育の修学支援新制度や新型コロナウイルス感染症に

伴い、実施した上田市学生納付金減免事業の補助金への申請等を行い、財源確保に努め

た。また大学改革の一環で地元産業界へアンケート調査を行い、大学院設置への要望や

理工学部設置への要望を取りまとめた。さらに設置認可された大学院総合福祉学研究科

の開設に向けた準備をすすめた。 

（２）大項目ごとの実施状況

①大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置

ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置

教育内容の改善に関しては、教育実践交流広場の参加対象を非常勤教員まで拡大し、

コロナ禍における授業運営等について意思疎通を図り、相互研鑽による授業の質的改

善に取り組んだ。全学組織として教職センターを設置し、教職課程履修生のサポート、

教職関連の授業運営を推進した。また、サービスラーニング（学校支援ボランティア）

の実施による地域貢献活動にも取り組んだ。さらに、教員採用試験の採用実績向上に

向けて、玉川大学（小学校教員二種免許取得）と協定を締結した。

コロナ禍においても、海外留学希望者に対して「オンライン海外留学（リモートコミ

  ュニケーション）」を体験する機会を設けるなど、海外留学に向けた語学力向上を        

  促進した。 
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授業内容の改善に関しては、教育実践交流広場を７回開催し延べ１７２名の教員が

参加した。うち５回は、オンライン授業に関する内容で、システムの効果的な利用方法

や、授業運営の疑問や課題の共有、またオンラインによるグループワークやアクティブ

ラーニングの手法に関する実践報告をとおして、オンライン授業のメリットを活かし

た授業改善に取り組んだ。さらに、「学生 FD懇談会」を各学期末に開催し、オンライン

授業に関する意見要望について学生と意見交換を行い、教育実践交流広場で共有した。 

教員の採用に関しては、理事会で定めた教員人事の基本方針に基づき、人事委員会で

採用計画を作成し、理事会での承認を得てから公募を進める形とすることにより、単な

る欠員補充ではなく、将来構想をにらんだ人事となるようにした。 

教員の評価に関しては、評価の数値化の検討とあわせて評価システムについて見直

検討を行った。複数回の理事会で制度の概要を報告し、２月理事会で基準と要綱を制定

し、３月理事会で細則を制定した。教員の業績評価は、全教員を一律に評価するのでは

なく、教員個々の特徴や強みにより度合いに一定の幅を持たせることで、学部毎の特徴

を持たせることが可能となるとの判断から、評価結果について４領域（教育、研究、大

学運営、社会・地域貢献）毎の評価結果を伝え、結果に基づき次年度の計画の策定する

仕組みとした。さらに４領域の重みの幅を学部毎に学部長が定めることで学部の特徴

を出すことした。 

教員の資質向上に関しては、研究業績を積み上げるために、各教員が、研究計画書の

提出と報告による自己評価の結果を次年度の研究計画に反映できるよう、研究計画書

の様式を改善し、ＰＤＣＡサイクルを組み込んだ。 

教育環境の整備に関しては、急遽オンライン授業の実施が決まり、前学期の SA は、

担当教員とのマッチングが十分出来なかったため、教員推薦枠のみで運用したが、後学

期は、オンライン授業における SAの業務内容を検討し、運用方法を改善したうえで実

施した。 

就職支援に関しては、各学年でのキャリアガイダンス、３年生を対象にした就活ゼミ

ナール、公務員希望者向け合格者報告会、大学院進学希望者向け大学院合格者報告会な

どを実施した。さらに、職業観養成科目の「福祉の仕事」や「キャリアデザイン論」に

キャリアサポート担当の職員が参加することにより、授業と連携しながら学生の職業

観醸成に努めた。資格取得講座について、学生のニーズを確認しながら内容の見直しに

着手し、公務員：１年生５７名、２年生５７名、３年生７９名、４年生２２名、教員採

用：７名の受講者の実績があった。コロナ禍の下、業界仕事研究セミナーの開催規模は

縮小したが、オンライン等を利用して実施した。初の取り組みとして、長野県主催の海

外インターンシップに参加した学生によるオンライン報告会を開催し、経験の共有と

制度の周知を図った。

 入試選抜に関しては、上田市周辺地域の生徒を受け入れるため、総合型選抜では定住

枠を設定し、学校推薦型選抜では県内枠を設定したため、例年以上に地域の生徒を受け

入れることができ、推薦では県内６１％（前年５７．７％）とすることができた。 

コロナ禍の下、大学入試説明会の開催規模は縮小したが、オンライン等を利用して実

施した。 

ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置 

研究水準の向上のため、長野大学研究助成金を学長裁量経費に位置づけたことから、

学長のイニシアティブのもとで研究助成を進める状況が整い、長野大学研究助成金を

拡充することができた。加えて、準備研究部門は単独研究（7件）、共同研究者あり（５

件）、地域・社会貢献研究部門は、共同研究者あり（２件）であった。また、準備研究
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部門の実績により、国の科学研究費補助金の申請件数が増加する等の成果が出始めて

いる。 

また、中央水産研究所旧上田庁舎の国からの早期取得に向け、事務手続を進めた結果、

９月１７日付で同庁舎の売払い相手先が本学に決定した。このことにより引き続き研

究活動を行うため、１０月１日付、財務省と管理委託契約を締結した。１１月理事会に

おいて、「淡水生物学研究所開設準備報告書（１０月２８日付）」により基本構想や今後

の方針を報告した。淡水生物学研究所では開設準備委員会において研究所設立をすす

め、外部資金である水産庁ウナギ国際資源事業（５，３６７万８，３６４円）の推進を

行い成果を挙げた。また、チョウザメの共同研究・アユの種苗研究を進めている。さら

には、地域の研究者を組織し令和 3 年度の国交省河川生態 FS(５００万円)を獲得し、

千曲川再生を目指した生息地の連続性保全や治水に関する生態学的研究を開始するこ

ととなった。 

 

ⅲ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

本学が産学官連携を推進する基盤づくりとして「長野大学産学官連携ポリシー」、「長

野大学知的財産ポリシー」、「長野大学知的財産取扱規程」を整備した。産学官連携、地

域貢献の主な取組として、以下の事業を推進した。 

・メルシャン（株）との椀子ワイナリー・セミナー開催 

・（株）コーセーとのメイク・レンダリングシステムに関する受託研究 

・（株）信栄食品とのイノベーション・プロジェクト 

・（株）ながのアドビューロとの別所線復興デザイン・プロジェクト 

・休眠特許を活用した地元企業との協働による知財活用プロジェクト 

・「信州上田学事業」（上田市との協働事業） 

・学生の地域活動を共有・発信するための学生企画「学生サミット」支援 

・坂城町の総合計画策定支援事業 

・坂城町講座事業 

・まちなかキャンパスうえだ事業（上田市委託事業） 

・本学教員の学外への委員・講師派遣（計３６０件） 

地域づくり総合センターの意義や役割を伝える案内書（改訂版）や事業実績について

記録した年報を作成するとともに、具体的な取り組みを紹介する広報紙（センターニュ

ース）を新たに発行した。 

教育機関との連携に関しては、協定校９校（丸子修学館高校、佐久平総合技術高校、蓼

科高校、軽井沢高校、東御清翔高校、坂城高校、中野立志館高校、エクセラン高校、高

遠高校）と、協定に基づき意見交換等をおこない、高大連携事業のニーズ等の把握に努

め、協力支援を展開した。あらたに、上田千曲高校と連携協定を締結した。ほかに高校

との個別の連携事業として、蓼科高校（「蓼科学」授業支援）、坂城高校（総合学習への

学生派遣）、長野高校（フィールドワーク協力）、上田染谷丘高校（PBL 授業支援）等、

総合学習の授業支援を行った。小中学校との連携事業については、新型コロナウイルス

感染防止のため、実施を見送ったが、今後の小中学校との連携事業プログラムとして、

デジタル教材を活用した取り組みについて、関係者との意見交換を踏まえて上田市教

育委員会：山本鼎デジタルアーカイブス、上田西小、塩尻小：ギガスクール構想などを

企画した。 
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ⅳ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

留学生に対し、留学生向け就職セミナーや企業説明会の案内を提供し、就職に繋がる

支援を行うとともに、業界・仕事研究セミナーにおいて、グローバル人材についてのア

ンケートを継続して実施し、関係する４センターで確認・共有し、今後の就職支援やカ

リキュラム内容の検討に活かすよう取組んでいる。 

また、クライストチャーチ工科大学と醒吾科技大学との協定を締結する計画実現に

向けて取り組んでいるが、コロナ禍の影響で訪問は実現していない。しかし、両校との

コンタクトは継続しており、電子メールでの連絡やリモートによる対話を行うなどの

コミュニケーションを図っている。 

 

② 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

教職員や審議会委員等において、ジェンダーバランス（多様性）の確保に努め、女性の

教育研究審議会委員を１名増員し、女性の専任教員を２名増員した。さらに、理事会外部

委員の交代期に女性理事着任を図った結果、令和３年４月から２名の女性外部理事の着

任を決定した。 

 設定すべき経営目標のうち、人件費の現状分析と抑制等の経営課題を理事会で確認し

た。入学定員充足率については、財務的に有利な文部科学省通知による上限数とし、人件

費率については、「２０２０財務レポート」にて法人化後の増減について公表した。 

理事会の議題調整のため、月に 1 度の課長会議で事前の確認・調整を行う事とし、全

学的な視点でより精査された内容の議案を理事会で審議できるよう改善した。 

学部学科再編室を設け、上田市からの出向職員を専任で配置するなどして、室の機能

を高め、学部学科再編や理工系学部の検討等をすすめた。法人が進めてきた大学改革(改

組、学部新設等)を具体化させ、教学側の検討を促し、ワーキングチーム等による具体的

な検討が開始された。 

 内部監査の指摘を受け、人事（超勤管理）に関するシステムの導入を行った。また、教

員の兼業に関しては、兼業規程を制定し、兼業の在り方を見直すとともに、兼業許可者を

規定どおり理事長とすることを学内に周知した。内部監査計画に基づき監査を実施した。 

理工系領域の学部学科を設置検討するため、４月に法人組織に学部学科再編室を設置

し、設置者からの派遣職員を中心に室長以下６名を配置した。また、既存学部の再編検討

を継続するため、大学改革室を廃止する代わりに、大学改革担当を２名配置した。１０月

に大学全体の学部学科再編の調整役として事務局次長２名を「学部学科再編参与」に位

置付けた。 

理工系領域の学部学科設置について、主に外部有識者１３名で構成する学部学科再編

準備委員会を設置した。同委員会を計７回実施し趣旨説明及び意見交換を行った。 

キャンパスマスタープランに基づく施設整備計画及び学部再編に係る検討状況につい

て上田市（設置者）に説明し、学部学科再編の方向性を確認した。 

学部学科再編（特に理工系学部設置）に係る地域産業界等のニーズ調査を実施し、地域

産業界等が求める人材像の把握・分析を行った。 

 令和２年３月に文部科学省に認可申請した福祉系大学院の設置については、設置計画

に対する審査意見等への対応を図り、１０月に「総合福祉学研究科」の設置が認可され

た。併せて、設置計画に基づき、教員採用や７号館の大学院棟への改修工事など、令和３

年度の開設に向けた準備を計画的に進めた。 

人事の適正化に関しては、公立大学法人等事務研究会を通じて他の公立大学と「在宅

勤務」や「裁量労働制」の取組に関する情報交換を行った。これらを通じて、本学の教員

の裁量労働制導入にむけて、上田労働基準監督署の見解（全業務の５割以上が研究でな
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ければならない）を詳細に聞き取りしたうえで、改めて、労働組合との協議を行う必要が

あることを確認した。 

部局間の連携強化に向けた組織の見直しを行うため若手職員からの業務課題等につい

て意見を求め集約し、課長会議で報告しワーキングチーム設置に向けた人選を行った。

今後、ワーキングチームによる業務改善方策について検討を行うこととした。また、事務

局長主導で、事務組織の見直しを行い、体制整備した。 

 

③ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

安定的な経営確保に関しては、公立大学法人化後に入学した４年生までの学生の学習

修得状況を確認することができ、結果は、GPA等遜色なく全ての入試でアドミッションポ

リシーを踏まえた選抜ができていることが確認された。これをふまえ、GPA と入試区分

（入試科目）の相関関係に関する資料をまとめ理事会において報告・提案を行った。公立

大学法人化以降に入学した４年生までの学生の GPA 等の学修状況を確認した。入試区分

（試験科目）と GPA との相関関係が認められ、これに基づき入試科目の変更について提

案を行った。 

 大学院・学部学科再編構想案の入学定員（社会福祉学部は現行１５０名を９５名に、環

境ツーリズム学部及び企業情報学部は現行各９５名、計１９０名の再編統合を行った上

で計１５０名とする）に基づく既存学部の改革再編について、大学院学部設置検討委員

会で既存学部改革の検討した結果、１１月理事会において、同委員会委員長が既存３学

部の再編構想案を報告した。その概要は、社会福祉学部は「当面は１５０名の入学定員の

維持が適切」とし、環境ツーリズム学部・企業情報学部の統合学部は開設当初は現行と変

わらず各学科９５名（計１９０名）とし理工系学部開設年度以降に各学科７５名（計１５

０名）としている）。 

 学生募集活動については、コロナ禍の下でオンライン等を活用した準「直接広報」に切

り替えて対応した。「オープンキャンパス」をはじめ「入試相談」や「大学・入試説明会」

をオンラインで実施し、画面を通して対面でのやりとりができたことから、受験生の状

況の確認や、進学に関する生の声を聴くことができた。 一般選抜の受験生にアピールす

るための「間接広報」として、本学の特徴や学びの内容、教員の研究内容等を映像化し、

学生募集における効果が期待できるコンテンツを増やした。 

これらの取り組みの結果、一般選抜(前・中)の令和３(２０２１)年度入試志願者につ

いては、志願倍率７．３倍となり、公立大学の平均志願倍率（一般選抜５倍程度）が達成

できた。 

大学広報に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響により、ホームページを担当

する広報入試担当の入試関係業務が想定以上に増加したため、ホームページをリニュー

アルすることができなかった。令和３年度には、ホームページをリニューアルに取り組

む。 

上田地域産業展（オンライン展示会）において、大学院について PRしたほか、長野大

学未来創造基金の紹介を掲載し、募集活動を行った。 

大学改革に向け、人件費が増大する中で、学納金を下げる選択が困難であることから、

学納金を下げない中で他大学との志願者獲得競争に対抗できるよう、引き続き、教育力

の向上に主眼を置いた取り組みを進める。 

 経費削減に関しては、コロナ禍によりオンライン会議が主流となり、ペーパレス化が

促進された。 
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④ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

令和４年の認証評価に向け、一般財団法人大学教育質保証・評価センターからの研修

（オンラインによる説明）を受け、受審機関を決定するとともに、準備のために必要な

情報を学内で共有した。 

上田市議会に設置された長野大学改革推進研究委員会に対し、公立化後の事業の進捗

状況、特に学部学科再編、教員の業績評価について報告した。同研究委員会からの指摘

を全学で共有し、指摘事項や課題に対して、危機感をもって改善するよう取組んだ。 

 

⑤ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

キャンパスミーティングで要望のあった９号館２階 AVホールを音楽関連のサークルに

対する利用を許可した。また、７号館の改修に伴い、グランドにサークル団体用の仮設プ

レハブを建設した。 

文科省から令和２年度中の策定を求められ、本学の大学施設に求められる機能・性能

を確保しつつ、中長期的な維持管理に係るトータルコストの縮減を図るとともに経費の

平準化を図るとことを目的とした「施設長寿命化計画（個別施設計画）」を策定した。 

本学が施設整備を進めるための目指すべき方向性を示す令和２年度から令和１３年度

までの１２年間の「キャンパスマスタープラン」を策定した。 

大学院担当教員、大学院生のための研究室等を備える大学院研究科棟として７号館改

修工事を行い、設備備品等を整備した。 

デザインラボを更新し、更新に合わせて施設の名称を ICT演習室に改めた。 

 

３ 顕著な成果があった事項  

（１）大学院総合福祉学研究科の設置認可 

令和２年３月に文部科学省に認可申請した福祉系大学院の設置については、設置計

画に対する審査意見等への対応を図り、１０月に「総合福祉学研究科」の設置が認可さ

れた。併せて、設置計画に基づき、教員採用や７号館の大学院棟への改修工事など、令

和３年度の開設に向けた準備を計画的に進めた。 

 

（２）課題解決型プロジェクトの推進 

各学部のゼミナールやプロジェクト研究において、課題解決型プロジェクトを推進

した。具体的には、「上田で働く人を通して上田の魅力を探究する」をコンセプトとし

たタウン誌『てくてくうえだ』の発行や、伝統野菜山口大根の伝統的な漬物の食育によ

る継承と商品化、上田高砂殿との協働による挙式事業の開発、上田市在住の小規模校に

通う小学生の余暇活動の支援、社会福祉士基礎研修（卒業生等、社会福祉士取得者のた

めの研修）等、６７件の取組があった。 

 

（３）淡水生物学研究所の開設準備 

中央水産研究所旧上田庁舎（土地・建物等）を国から早期取得に向け、事務手続を進

めた結果、同庁舎の売払い相手先が本学に決定した。このことにより引き続き研究活動

を行うため、１０月１日付、財務省と管理委託契約を締結した。１１月理事会において、

「淡水生物学研究所開設準備報告書（２０２０年１０月２８日付）」により基本構想や

今後の方針を報告した。淡水生物学研究所では引き続き開設準備委員会において研究

所設立に関する議論を行うとともに、外部資金である水産庁ウナギ国際資源事業（５，

３６７万８，３６４円）の推進し成果を挙げた。また、チョウザメの共同研究・アユの

種苗研究を進めている。さらには、地域の研究者を組織し令和３年度の国交省河川生態
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FS 研究(５００万円)を獲得し、千曲川再生を目指した生息地の連続性保全や治水に関

する生態学的研究を開始することとなった。 

４ 今後さらなる取り組みが必要な事項 

理工系学部設置と既存学部再編を推進するため、令和３年４月より学部学科再編室と

教学組織に配置していた大学改革担当を統合し、学長直下に配置する。 

理工系領域の学部学科設置について、地域ニーズや国等の動向を 踏まえ、「大学院・学

部学科再編構想」等に基づき、計画の具体化を図る。そのために核となる教員を採用す

る。 

既存３学部の改革について、令和２年度に大学院学部設置検討委員会がまとめ、理事

会で報告した検討報告書の内容を精査し、大学院・学部学科再編構想案に基づく計画を

立案する。 
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